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1 はじめに

電池やモータを搭載したパーソナルモビリティは優れた

走行性やその手軽さから流行の兆しを見せ，公道での走行

が許可された地域ではシェアリングサービスが台頭してい

る．しかしこれらは充電の煩わしさや電池容量の小ささな

どの問題を抱えており，走行中の充電を可能にする無線電

力伝送技術はこれらの問題の解決する糸口として期待され

ている．大電力を伝送できることで知られる磁界共振結合

方式の無線電力伝送はシステム設計の際に設置方法や設置

コスト，運用コスト，電波法などの制約を考慮する必要が

あるが，パーソナルモビリティへの給電に関してはこれら

の指標が無いのが現状である．そこで本稿では電動キック

ボードへの給電を例とし，既存の道路に後から設置する無

線電力伝送システムについて，送電コイルの大きさの違い

によって生じる，コストや効率などの間のトレードオフに

関する検討を行った．

2 関連研究

電気自動車を対象とする磁界共振結合方式をはじめとし

た無線電力伝送技術が盛んに研究されている [1]．パーソ

ナルモビリティは電池とモータを搭載するという点で電気

自動車と類似しており，電気自動車を対象とする無線給電

技術を応用することが可能である．

我々は走行中の給電を想定した 2m× 0.3mの大きさの

送電コイルを用い，シミュレーションにより 90%以上の

送電効率が得られることを示した [2]．しかし，以上のコ

イルを実際に作成すると周波数に対し線路長が長いため分

布定数回路の扱いとなり高効率な電力伝送に重要な共振状

態とすることが困難であった．

成末らが発案した分散リアクタンス補償を用いると，コ

イル中の電流分布を均一化し，高い周波数でも駆動可能な

大きなコイルを作成できる [3]．そこで本稿では，走行中

無線電力伝送に焦点を当て，分散リアクタンス補償を用い
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図 1: 送受電コイルの位置関係

た送電コイルを扱うことで送電コイルを大きくできる一方

で，大きくすることで生じる問題点について検討する．

3 送電コイルの検討

分散リアクタンス補償を用いて送電コイルを大きくする

と，送電コイル 1つあたりの受電時間が増え，設備数（コ

イル数）が減るため設備にかかるコスト削減につながる

が，送電効率が減少するため送電電力量が増加し運用コス

トが増加する．また，送電コイルを大きくすると漏洩磁界

が大きくなるため安全を考慮した送電コイルの設計も必要

となる．

そこで本稿では，送電コイルの長さ lTxに対し走行中無

線電力伝送に必要な設備数Nと送電する電力量にはトレー

ドオフの関係があることを具体的な数値計算により示す．

本稿での計算に用いたパラメータを表 1に，想定する

送受電コイルの位置関係を図 1に示す．送電コイルの幅を

0.3mで固定し，lTxは送受電器が 1対 1で送受電するよう

に速度 vで 2秒走る距離を車間距離としてこれを上限とし

た．受電コイルは電動キックボードのデッキ部分に配置す

ることを想定した大きさとし，送受電コイル間のギャップ

表 1: 計算に用いたパラメータ

受電コイル 0.6m × 0.15m 送電コイル lTx × 0.3m

min{lTx} 0 max{lTx} 2v

線種 銅 線径 2mm

周波数 f 6.78MHz 速度 v 20 km/h

ギャップ g 100mm 走行距離 L 1 km

必要電力量 E 10 kJ 送電電力 P 200W
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を 100mmとした．コイルは簡単のため 1巻きとし，ノイ

マンの式により相互インダクタンスを算出し，抵抗は表皮

効果による抵抗と分散リアクタンス補償に用いるキャパシ

タの Q値を 500としたときの寄生抵抗のみとした．また

電動キックボードは 1 kmを 20 km/hで走行するとし，そ

のために必要な電力量を 10 kJ，送電電力を 200Wとした．

3.1 設備数と送電電力量の計算

はじめに，送電コイル 1 つを通過するときの平均の送

電効率について計算により得た結果と，分散リアクタンス

補償を送電コイルに施した場合について電磁界シミュレー

ションにより得た結果を図 2 に示す．ただし，各長さの

送電コイルに対し効率が最大値の 95%以上となる区間で

受電するとし，効率は最大効率を算出した．また，シミュ

レータは Altair inc.社製の FEKOを用いた．計算により

得た結果とシミュレーションにより評価した結果の誤差は

1.5%未満であった．図 2から，効率が最大となる lTxは

受電コイルの長さと同じ 0.6mであり，lTxを 10m以上と

しても 70%以上の平均効率を維持していることが分かる．

次に，送電コイルの長さ lTxと表 1の値を用いた場合の

1 kmあたりの設備数（コイルの数）N の関係を図 3に示

す．算出には式（1）を用い，分母は送電コイル 1つあた

りの給電したエネルギーであり，E は距離 Lを走行する

のに必要なエネルギーである．効率 ηtotalは無線電力伝送

の効率に整流器やモータなどの効率 0.8を乗じた効率であ

る [4]．図 3から，0.6m以上の範囲では反比例に近いグラ

フが得られ，lTx が大きいほど設備数は小さくなり，設備

にかかるコストは減少すると言える．

ここで，本稿では送電設備の出力を P = 200としたが，

無線電力伝送された電力のみで等速走行する場合に必要な

送電電力 P は式（2）により算出される [4]．Rは走行抵抗

である．送電設備の出力 P が大きくなると設備にかかる

コストが増加するが，図 3のように lTxを大きくし，設備

数を減少させると出力の増加を抑制できる．

N =
E

P
∫ T

0
ηtotal(t) dt

(1)

P =
RLv

ηtotalNlTx
(2)

最後に，送電コイルの長さ lTxと表 1の値を用いた場合

の送電電力量 PTN の関係を図 4に示す．ただし，T は 1

つの送電コイルを通過する時間である．送電電力量 PTN

は式（1）より，必要電力量 Eを平均効率で割ったもので

ある．したがって，図 2, 4は同じ性質を示すものであり，

効率が最大になる 0.6mで送電電力量は最小となる．すな

わち，lTx が 0.6mより大きくなると使用する電力量が多

くなるため，運用コストは増加すると言える．

以上をまとめると，コストを小さくする送電コイルの長

さ lTxは受電コイルの長さである 0.6m以上であるが，大
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図 2: 送電コイルの長さと効率
の関係
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図 3: 送電コイルの長さと単位
走行距離あたりの設備数の関係
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図 4: 送電コイルの長さと送電
電力量の関係

きくするほど設備数が減少する一方で，送電する電力量が

大きくなるため，設備自体のコストと運用コストがトレー

ドオフの関係となっていることが明らかになった．

4 おわりに

本稿では走行中無線電力伝送に用いる送電コイルの長さ

に関して検討し，電動キックボードを例とした制約条件の

もと計算を行った．送電コイルの長さを大きくすると設備

数と送電する電力量にトレードオフの関係があることが明

らかになった．漏洩磁界など他の指標も含めて送電コイル

の長さを決定する手法を議論することが今後の課題である．

本研究はJST ERATO川原万有情報網プロジェクト（JP-

MJER1501），JSPS特別研究員奨励費（JP18J22537），（株）

メルカリの助成を受けたものである．
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